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研究成果の概要（和文）： 台湾、韓国における小学校英語教育の授業観察により、両地域とも

教育の力点が運用能力の育成に置かれていることがわかった。台湾、韓国の現職教員を対象に

言語文化教育に関するインタビュー調査を実施した結果、言語文化面への着目は不要とする傾

向が明らかになった。小学校で言語文化理解を促す授業を試みた結果、児童の関心傾向から、

英語入門期の言語文化教育には、日本語の表記の特徴（表意文字と表音文字の使用）、低文脈性、

膠着語性や語順のゆるさなどにポイントを絞るのが望ましいとの結論を得た。 

 
研究成果の概要（英文）：After observing English classes at elementary schools in Taiwan 
and Korea, it was clarified that both regions focus on the improvement of language 
competency in the English language.  Teaching linguistic culture was considered 
unnecessary, as a result of an interview with active teachers in Taiwan and Korea. 
After attempting a lesson on understanding linguistic culture at the elementary schools, 
it was concluded that, considering the pupils’interests, linguistic cultural education 
at the introductory level of English language education should be limited to introducing 
the characteristics of the Japanese writing system, low context communication and the 
characteristics of an agglutinative language. 
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１．研究開始当初の背景 

（1）2008年 3月に掲示された新学習指導要
領において、小学校 5，6 年生の外国語活動
が必修となった。その目的として、「コミュ
ニケーション能力の素地を養う」ことが掲げ
られ、下位目的として「言語や文化について
体験的に理解を深める」「積極的にコミュニ
ケーションを図ろうとする態度の育成」「音
声や基本的な表現に慣れ親しませること」の
3点が挙げられた。 

 

（2）当時、現場の教員は必修化に非常に消
極的であることが報告されていた（ベネッセ
教育研究開発センター2006）。 

  

（3） 新指導学習指導要領に基づく授業が開
始されて以来、配布された「英語ノート」の
活用法に関する参考書の発行が相次いだ（菅
2008、菅・梅本 2009、吉田 2009など）。 

 

（4）しかしながら、それらはいずれも「英
語にどう親しませるか」という観点からのマ
ニュアルであり、指導要領の下位目標の 1番
目にある「言語や文化について体験的に理解
を深める」ことについては看過されている傾
向が散見された。 

 

（5）一方、研究代表者と研究分担者は、小
学校高学年の英語教育の授業観察から、児童
のつまずきに以下のような共通点があるこ
とを議論していた。 

①日本語の分かち書きのルールを英語に 

も当てはめる。 

②)文脈からわかる言葉を省略するという
日本語のルールを英語にも当てはめる。 

③単複の区別がゆるい日本語のルールを 

英語にも当てはめる。 

 

（6）また、清（2007、2008）では、英語と
日本語を対照化することにより日本人の言
語文化への理解が深まる事例と異文化コミ
ュニケーション能力が向上する可能性が示
されていた。 

  

以上のような背景から、小学校外国語活動に
おいて、英語活動を通して日本語の言語と文
化を外側からとらえるための教材と指導法
を指導担当者に提供できれば、教員の心理的
不安を取り除くことが可能になり、児童にと
っては英語を学びながら自国の言語と文化
に対する理解を深めることができるのでは
という着想に至った。 

 

２．研究の目的 

 以下の点を明らかにすることを目的とし
た。 

 
（1）日本に先駆けて小学校英語教育を施行
してきた台湾と韓国では、言語文化教育およ
び異文化コミュニケーション能力の育成が
どのように行われているのか。 
 
（2）台湾・韓国では、具体的にどのような
指導がなされ、どのような教材が使用されて
いるのか。また、その基となっている言語文
化教育に関する意識はどのようなものか。 
 
（3） 今後開発すべき教材は、いかなる方向 
性のものか。 
 

３．研究の方法 

(1) 2010年～2011年は、小学校で配布され 

ていた「英語ノート」の教材分析を行い、 言
語文化教育の観点から問題点を挙げた。 

 

(2) 2011年～2012年に、台湾および韓国の 

小学校を複数校視察し、高学年の英語授業を
観察した。 

 

(3) 2011年～2012年に、台湾および韓国の 

小学校英語教員を対象にインタビュー調査
を実施した。調査の方法は、現地の母語発話
者にインタビューを依頼し、母語で質問して
もらい、対象者に母語で応えてもらった。そ
の回答結果を日本語に翻訳し、結果を考察し
た。質問内容は、英語が小学校に導入されて
から 10 年以上経つ台湾と韓国において、英
語教育をどのように振り返るかと言語文化
教育についての意識に関してであった。 

 

(４）2010年～2013年に、研究分担者が福岡 

県博多小学校において言語文化教育を意識 

した授業を実践し、研究代表者はそれを観察 

した。 

 

(５)その後、研究分担者と研究代表者とで小 

学校教諭らと意見交換を重ね、開発すべき教 

材について協議を重ねた。 

 

(６)2012年、研究代表者は上記(4)(5)の結果 

を踏まえ、静岡県の私塾において小学校 4年 

生を対象に、言語文化教育を意識した英語教 

育の実践を複数回実施し、教材に盛り込むべ 

き内容について検討した。 

 

４．研究成果 
(1)「英語ノート」の分析： 
対象学年の知的関心度に比べ内容が稚拙で 
あること、盛り込まれている項目が散漫で段 
階的な学習が困難な点、明確な教育哲学の裏 
付けが希薄な点などが明らかになった。 
 



(2) 台湾、韓国の小学校英語教育の授業観
察： 

いずれも非常に実践的かつ効果的な授業を 
行っていることがわかった。教材が視聴覚教 
材を含め、運用能力、問題解決能力を養成す 
るという目的で極めてよく練られており、教 
師用マニュアルも綿密であることがわかっ 
た。指導者の英語力が高く、児童も非常に積 
極的に楽しみながら英語を学んでいる様子 
も明らかになった。 
 
(3)台湾、韓国の小学校英語教員に対するイ 

ンタビュー調査： 
韓国の教育人的資源部(2006)によると、英語
導入後 10 年目の意識として、ハングル文字
と文化に対する関心、自負心が高まったとい
う調査結果が明らかになっていた。また、台
湾の指導要領「国民小学九年一貫過程綱要」
（2001）において、英語教育の目的の一つに
「本国と外国文化の風俗習慣に対する認識
の促進」が掲げられていた。 
ところが、インタビューの結果、台湾にお

いても韓国においても、英語教育の目的は実
践能力養成のみであり、言語文化教育への着
目は不要であるとする回答結果であった。し
たがって、言語文化教育のための教材開発に
ついてはその必要性を感じることもなく、関
心もないということが明らかになった。 
 
(4)研究分担者の小学校英語教育における授

業実践および研究代表者の私塾での授
業の試み、小学校教諭らとの意見交換： 

英語入門期の言語文化教育には、日本語がひ 
らがなカタカナ漢字という表音、表意両方の 
表記をもつこと、膠着語であること、日本語 
が低文脈語であること、語順がゆるいことな 
どにポイントを絞るのが望ましいのではな 
いかとの結論を得た。  
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